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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ガラス転移温度が７０～１８０℃の、ノルボルネン系単量体と、エチレン、プロピレン、
１－ブテン、シクロブテン、シクロペンテン、シクロヘキセン及び１，４－ヘキサジエン
からなる群から選ばれる１種以上のオレフィンとを共重合したノルボルネン系共重合体で
ある環状ポリオレフィン系樹脂（ａ１）を主成分とする層（Ａ）を有し、層（Ａ）の表面
処理度が４０ｍＮ／ｍ以上である単層又は多層フィルム（Ｉ）における層（Ａ）の処理面
にインクジェット印刷を行なうことを特徴とするインクジェット印刷物の製造方法。
【請求項２】
前記樹脂層（Ａ）が、更にポリオレフィン系樹脂（ａ２）及び／又は酸変性オレフィン系
樹脂（ａ３）を含有するものである請求項１記載のインクジェット印刷物の製造方法。
【請求項３】
前記フィルム（Ｉ）が、更にポリオレフィン系樹脂（ｂ）を主成分とする樹脂層（Ｂ）を
有する多層フィルムである請求項１～２の何れか１項記載のインクジェット印刷物の製造
方法。
【請求項４】
前記ポリオレフィン系樹脂（ｂ）がポリエチレン系樹脂（ｂ１）とポリプロピレン系樹脂
（ｂ２）との混合物である請求項３記載のインクジェット印刷物の製造方法。
【請求項５】
ガラス転移温度が７０～１８０℃の、ノルボルネン系単量体と、エチレン、プロピレン、
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１－ブテン、シクロブテン、シクロペンテン、シクロヘキセン及び１，４－ヘキサジエン
からなる群から選ばれる１種以上のオレフィンとを共重合したノルボルネン系共重合体で
ある環状ポリオレフィン系樹脂（ａ１）を主成分とする層（Ａ）と、ポリオレフィン系樹
脂（ｂ）を含有する層（Ｂ）とが積層され、前記層（Ａ）と前記層（Ｂ）との合計厚みに
対する層（Ｂ）の比率が５～７０％であり、かつ層（Ａ）表面が４０ｄｙｎｅ／ｃｍ以上
であって、層（Ａ）表面にインクジェット印刷するものであることを特徴とするインクジ
ェットインク用記録媒体。
【請求項６】
請求項５記載のインクジェットインク用記録媒体の層（Ａ）表面にインクジェット印刷し
たものであることを特徴とするインクジェット印刷物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、プラスチック基板上であってもインクジェット記録を可能とするインクジェ
ット記録媒体に関するものであり、詳しくは、インクジェットインクとプラスチック基板
との密着性が優れ、印刷後の印刷面の剥がれ等が無いインクジェット記録媒体とその印刷
物に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、マルチメディアの技術進歩に伴い、インクジェット方式のプリンターが業務用、
民生用を問わず広く普及している。インクジェット方式のプリンターは、マルチカラー化
および画像の大型化が容易であることや、平滑面だけでなく凹凸面への印刷が可能であっ
たり、オンデマンド印刷が可能である等の多くの特徴を有している。
【０００３】
　インクジェット記録媒体として紙を支持体としているものは、水に触れた際に支持体が
波打つコックリングと呼ばれる現象が発生したり、あるいは破けたりすることにより見栄
えが悪くなる問題があった。このような問題を解決するために、プラスチックフィルム自
体を支持体とし、この上にインク受理層を設けたインクジェット記録媒体を用い、これに
印刷を施すことが提案されている（例えば、特許文献１～４参照。）。このような媒体は
、耐水性に優れ、屋外広告やポスター、ラベル、壁紙等としても使用されうるものである
。しかしながら、プラスチックフィルムの表面はインクジェットインクとの密着性が悪く
、通常アンカー層、プライマー層、下引き層、接着層等と称される層を当該フィルム表面
に形成させた上にポリウレタンやポリアクリル等を主成分とするインク受容層を設ける工
程が必須であった。この様な表面処理工程は、コストアップに繋がるだけでなく、工程が
増えることから生産に掛かる時間も多く必要となる。更には、表面処理を溶剤を含む塗料
の塗布によって行なう場合には、含有する溶剤を除去する工程が必要であり、溶剤が有機
溶剤である場合には環境への負荷も大きくなる。一方、インク受理剤を塗工する替わりに
フィルム表面に微多孔を設け、該微多孔がインクを吸収することにより固着させるインク
ジェット記録媒体も報告されている（例えば、特許文献５参照。）。しかし、延伸工程が
必要であることや、微多孔が光を乱反射するため、通常、フィルムが白色となり透明性が
求められる分野によっては用途が制限される場合があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平１０－１１９４２８号公報
【特許文献２】特開２００１－１５０６１２号公報
【特許文献３】特開２００２－１０３８０２号公報
【特許文献４】特開２００７－１３０７８０号公報
【特許文献５】特開２００１－１８１４２４号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の課題は、上記のような問題に鑑みなされたものであり、従来のプラスチックフ
ィルムを基材として用いる際に必須の表面処理や延伸工程を行なわずともインクとの密着
性が良好で、インクジェット印刷後の剥がれ等の問題が生じないインクジェット記録媒体
とその印刷物およびその製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、上記課題を解決するために鋭意研究した結果、環状ポリオレフィン系樹
脂を主成分とする層を表面層に有するプラスチックフィルムをインクジェット記録媒体と
して用いることによって、上記課題が解決できることを見出し、本発明を完成した。
【０００７】
　即ち、本発明は、環状ポリオレフィン系樹脂（ａ１）を主成分とする層（Ａ）を有する
単層または多層のフィルムであって、層（Ａ）表面を４０ｄｙｎｅ／ｃｍ以上に処理した
ことを特徴とするインクジェットインク用記録媒体、および当該記録媒体における処理面
にインクジェット印刷を施してなることを特徴とする印刷物並びにそれらの製造方法を提
供するものである。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によって得られるインクジェット印刷物は、単層または多層のフィルム上に直接
インクジェット印刷を施すことにより簡便に得られるものである。目的とする性能（透明
性、剛性、加工性等）や用途（包装材、ポスター、ラベル等）に応じて多層フィルムの層
構成を選択することで容易に設計変更が可能であり、汎用性に優れる。得られる印刷物は
、印刷層と基材とするフィルムとの密着性が良好であることにより、長期で保存しても印
刷部分の剥がれ等が生じず、そのまま使用しても、又この印刷物を二次加工し、袋状等に
することも可能である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本発明のインクジェット印刷物の支持体として機能するプラスチックフィルムは、少な
くとも環状ポリオレフィン系樹脂（ａ１）を主成分とする層（Ａ）を有する、単層フィル
ムまたは多層フィルム（Ｉ）である。この層（Ａ）は支持体としての機能と同時に、イン
クとの易接着層としても機能を有する。尚、本発明において「主成分とする」とは、当該
特定の樹脂を、層を形成する樹脂組成物全量に対して５０質量％以上含有する事を言うも
のであり、好ましくは５５質量％以上が特定の樹脂であることを言う。
【００１０】
　前記環状ポリオレフィン系樹脂（ａ１）としては、例えば、ノルボルネン系重合体、ビ
ニル脂環式炭化水素重合体、環状共役ジエン重合体等が挙げられる。これらの中でも、ノ
ルボルネン系重合体が好ましい。また、ノルボルネン系重合体としては、ノルボルネン系
単量体の開環重合体（以下、「ＣＯＰ」という。）、ノルボルネン系単量体とエチレン等
のオレフィンを共重合したノルボルネン系共重合体（以下、「ＣＯＣ」という。）等が挙
げられる。さらに、ＣＯＰ及びＣＯＣの水素添加物は、特に好ましい。また、環状オレフ
ィン系樹脂の重量平均分子量は５，０００～５００，０００が好ましく、より好ましくは
７，０００～３００，０００である。
【００１１】
　前記ノルボルネン系重合体と原料となるノルボルネン系単量体は、ノルボルネン環を有
する脂環族系単量体である。このようなノルボルネン系単量体としては、例えば、ノルボ
ルネン、テトラシクロドデセン、エチリデンノルボルネン、ビニルノルボルネン、エチリ
デンテトラシクロドデセン、ジシクロペンタジエン、ジメタノテトラヒドロフルオレン、
フェニルノルボルネン、メトキシカルボニルノルボルネン、メトキシカルボニルテトラシ
クロドデセン等が挙げられる。これらのノルボルネン系単量体は、単独で用いても、２種
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以上を併用しても良い。
【００１２】
　前記ノルボルネン系共重合体は、前記ノルボルネン系単量体と共重合可能なオレフィン
とを共重合したものであり、このようなオレフィンとしては、例えば、エチレン、プロピ
レン、１－ブテン等の炭素原子数２～２０個を有するオレフィン；シクロブテン、シクロ
ペンテン、シクロヘキセン等のシクロオレフィン；１，４－ヘキサジエン等の非共役ジエ
ンなどが挙げられる。これらのオレフィンは、それぞれ単独でも、２種類以上を併用する
こともできる。
【００１３】
　前記環状ポリオレフィン系樹脂（ａ１）として用いることができる市販品として、ノル
ボルネン系モノマーの開環重合体（ＣＯＰ）としては、例えば、日本ゼオン株式会社製「
ゼオノア（ＺＥＯＮＯＲ）」等が挙げられ、ノルボルネン系共重合体（ＣＯＣ）としては
、例えば、三井化学株式会社製「アペル」、ポリプラスチックス社製「トパス（ＴＯＰＡ
Ｓ）」等が挙げられる。
【００１４】
　前記のように、環状ポリオレフィン系樹脂（ａ１）の樹脂層（Ａ）を形成する樹脂成分
に対する含有率は、得られる単層または多層フィルム（記録媒体）（Ｉ）の表面処理度を
容易に高められる点、並びにインクジェットインクとの密着性の観点から５０質量％以上
であることを必須とするものである。これよりも低い含有率では、目的とする性能を有す
るフィルムが得られにくい。特に好ましいのは８０質量％以上である。
【００１５】
　また、前記環状ポリオレフィン樹脂（ａ１）のガラス転移点（Ｔｇ）は、得られるフィ
ルム（Ｉ）の剛性の観点からは６０℃以上であることが好ましい。後述するような、更に
イージーピール性等を発現させるためにその他の樹脂層（Ｂ）を積層させた多層のフィル
ム（Ｉ）とする場合、共押出積層法による製造が可能である点と、工業的原料入手容易性
の観点から、Ｔｇが２００℃以下であることが好ましい。特に望ましくは７０℃～１８０
℃である。この様なＴｇを有する環状ポリオレフィン系樹脂（ａ１）としては、ノルボル
ネン系単量体の含有比率が３０～９０質量％の範囲であることが好ましく、より好ましく
は４０～９０質量％、更に好ましくは５０～８５質量％である。含有比率がこの範囲にあ
れば、フィルムの剛性、加工安定性が向上する。尚、本発明におけるガラス転移点、融点
は示差走査熱量測定（ＤＳＣ）にて測定したものである。
【００１６】
　一方、高ガラス転移点（Ｔｇ）のノルボルネン系共重合体は引っ張り強度が低く、極端
に切れやすく、裂けやすい場合もあるため、成膜性時・スリット時の引き取りや巻き取り
適性やヒートシール強度とのバランスを考慮し、高Ｔｇ品と１００℃未満のガラス転移点
を有する低Ｔｇ品とをブレンドすることも好ましいものである。また包装機械特性（製袋
及び物品充填時にシール面にシワや収縮が起こらない、ヒートシール部からピンホール等
発生しない観点）から、後述するようなポリオレフィン系樹脂（ｂ）を主成分とする樹脂
層（Ｂ）を積層した多層フィルムとすることが好ましい。
【００１７】
　特に剛性が高すぎて、輸送時の落下により簡単に裂ける・破袋するあるいは包装体とし
て用いる際のシール開始温度が高くなりすぎるあるいはヒートシール直後の強度維持（ホ
ットタック性）等の改善は、Ｔｇ１００℃未満のＣＯＣを配合することにより、落袋強度
や包装機械適性をも向上できる。またＣＯＣと相溶性の良い、環状構造を含有しないポリ
オレフィン系樹脂（ａ２）、酸変性オレフィン系樹脂（ａ３）、あるいは低融点や低Ｔｇ
を有するゴム系エラストマー樹脂等を配合することも有効である。
【００１８】
　樹脂層（Ａ）において、環状ポリオレフィン樹脂（ａ１）と併用できるポリオレフィン
系樹脂（ａ２）としては、炭素数２～６のα－オレフィンの単独重合体又は共重合体が挙
げられる。共重合形式は、ブロック共重合体であってもランダム共重合体であってもよい
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。ポリオレフィン系樹脂（ａ２）としては、例えば、ポリエチレン系樹脂（ａ２－１）や
ポリプロピレン系樹脂（ａ２－２）等が挙げられる。
【００１９】
　前記ポリエチレン系樹脂（ａ２－１）としては、包装材として使用する際の高ヒートシ
ール強度が容易に発現され、また耐ピンホール性や、後述する樹脂層（Ｂ）を積層させた
際の層間強度の維持のために、密度が０．９００～０．９５０ｇ／ｃｍ３であるものが好
ましく、より好ましくは密度が０．９０５～０．９４５ｇ／ｃｍ３のものである。
【００２０】
　前記ポリエチレン系樹脂（ａ２－１）としては、超低密度ポリエチレン（ＶＬＤＰＥ）
、線状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）等のポリエ
チレン樹脂や、エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）等が挙げられ、単独でも、２種
以上を混合して使用しても良い。これらの中でもシール性、剛性、インクとの密着性のバ
ランスが良好なことからＶＬＤＰＥ、ＬＤＰＥ、ＬＬＤＰＥ、ＭＬＤＰＥが好ましい。
【００２１】
　ＬＤＰＥとしては高圧ラジカル重合法で得られる分岐状低密度ポリエチレンであれば良
く、好ましくは高圧ラジカル重合法によりエチレンを単独重合した分岐状低密度ポリエチ
レンである。
【００２２】
　ＬＬＤＰＥ、ＭＬＤＰＥとしては、シングルサイト触媒を用いた低圧ラジカル重合法に
より、エチレン単量体を主成分として、これにコモノマーとしてブテン－１、ヘキセン－
１、オクテン－１、４－メチルペンテン等のα－オレフィンを共重合したものである。Ｌ
ＬＤＰＥ中のコモノマー含有率としては、０．５～２０モル％の範囲であることが好まし
く、１～１８モル％の範囲であることがより好ましい。
【００２３】
　前記シングルサイト触媒としては、周期律表第ＩＶ又はＶ族遷移金属のメタロセン化合
物と、有機アルミニウム化合物及び／又はイオン性化合物の組合せ等のメタロセン触媒系
などの種々のシングルサイト触媒が挙げられる。また、シングルサイト触媒は活性点が均
一であるため、活性点が不均一なマルチサイト触媒と比較して、得られる樹脂の分子量分
布がシャープになるため、フィルムに成膜した際に低分子量成分の析出が少なく、シール
強度の安定性や耐ブロッキング適性に優れた物性の樹脂が得られるので好ましい。
【００２４】
　前述のようにポリエチレン系樹脂（ａ２－１）の密度は０．９００～０．９５０ｇ／ｃ
ｍ３であることが好ましい。密度がこの範囲であれば、適度な剛性を有し、ヒートシール
強度や耐ピンホール性等の機械強度も優れ、フィルム成膜性、押出適性が向上する。また
、融点は、一般的には６０～１３０℃の範囲であることが好ましく、７０～１２５℃がよ
り好ましい。融点がこの範囲であれば、加工安定性や前記環状ポリオレフィン系樹脂（ａ
１）と混合して用いた際の押出加工性が向上する。また、前記ポリエチレン系樹脂（ａ２
－１）のＭＦＲ（１９０℃、２１．１８Ｎ）は２～２０ｇ／１０分であることが好ましく
、３～１０ｇ／１０分であることがより好ましい。ＭＦＲがこの範囲であれば、フィルム
の押出成形性が向上する。
【００２５】
　このようなポリエチレン系樹脂（ａ２－１）は前記環状ポリオレフィン系樹脂（ａ１）
との相溶性も良いため、フィルムとしての透明性も維持することができる。また接着性樹
脂等を使用することなく、樹脂層（Ａ）と後述する樹脂層（Ｂ）との層間接着強度も保持
でき、柔軟性も有しているため、耐ピンホール性も良好となる。さらに、耐ピンホール性
を向上させる場合はＬＬＤＰＥ、ＭＬＤＰＥを用いることが好ましい。
【００２６】
　又、前記ポリプロピレン系樹脂（ａ２－２）としては、例えば、プロピレン単独重合体
、プロピレン・α－オレフィンランダム共重合体、たとえばプロピレン－エチレン共重合
体、プロピレン－ブテン－１共重合体、プロピレン－エチレン－ブテン－１共重合体、メ



(6) JP 5327561 B2 2013.10.30

10

20

30

40

50

タロセン触媒系ポリプロピレンなどが挙げられる。これらはそれぞれ単独で使用してもよ
いし、併用してもよい。望ましくはプロピレン－α－オレフィンランダム共重合体であり
、特にメタロセン触媒を用いて重合されたプロピレン・α－オレフィンランダム重合体が
好ましい。これらのポリプロピレン系樹脂を用いた場合には、フィルムの耐熱性が向上し
、軟化温度を高くすることができるため、１００℃以下のボイル、あるいはホット充填、
または１００℃以上のレトルト殺菌等の蒸気・高圧加熱殺菌特性に優れた包装材としても
用いることが出来る。
【００２７】
　また、これらのポリプロピレン系樹脂（ａ２－２）は、ＭＦＲ（２３０℃）が０．５～
３０．０ｇ／１０分で、融点が１１０～１６５℃であるものが好ましく、より好ましくは
、ＭＦＲ（２３０℃）が２．０～１５．０ｇ／１０分で、融点が１１５～１６２℃のもの
である。ＭＦＲ及び融点がこの範囲であれば、ヒートシール時のフィルムの収縮が少なく
、更にフィルムの成膜性も向上する。
【００２８】
　さらに、環状ポリオレフィン系樹脂（ａ１）と併用することができる樹脂としては、酸
変性オレフィン系樹脂（ａ３）が挙げられる。酸変性オレフィン系樹脂（ａ３）を併用す
ると、さらにインクジェットインクとの密着性が向上し、印刷物としての長期保存安定性
が向上する。
【００２９】
　前記酸変性オレフィン系樹脂（ａ３）の主成分であるオレフィン成分は特に限定されな
いが、エチレン、プロピレン、イソブチレン、２－ブテン、１－ブテン、１－ペンテン、
１－ヘキセン等の炭素数２～６のアルケンが好ましく、これらの混合物を用いてもよい。
この中で、エチレン、プロピレン、イソブチレン、１－ブテン等の炭素数２～４のアルケ
ンがより好ましく、エチレン、プロピレンがさらに好ましく、エチレンが最も好ましい。
また、酸変性ポリオレフィン系樹脂（ａ３）は、（メタ）アクリル酸エステル成分を含有
している必要がある。（メタ）アクリル酸エステル成分としては、（メタ）アクリル酸メ
チル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸プロピル、（メタ）アクリル酸ブ
チル、（メタ）アクリル酸ヘキシル、（メタ）アクリル酸オクチル、（メタ）アクリル酸
デシル、（メタ）アクリル酸ラウリル、（メタ）アクリル酸オクチル、（メタ）アクリル
酸ドデシル、（メタ）アクリル酸ステアリル等が挙げられる。入手の容易さとインクとの
密着性の点から、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アク
リル酸ブチル、アクリル酸ヘキシルがより好ましく、アクリル酸メチル、アクリル酸エチ
ルがより好ましい。また、（メタ）アクリル酸エステル成分は、前記オレフィン成分と共
重合されていればよく、その形態は限定されず、共重合の状態としては、例えば、ランダ
ム共重合、ブロック共重合、グラフト共重合（グラフト変性）などが挙げられる。（なお
、「（メタ）アクリル酸～」とは、「アクリル酸～またはメタクリル酸～」を意味する。
）具体的には例えば、エチレン－（メタ）アクリル酸エステル共重合体としては、エルバ
ロイ（商品名：三井・デュポンポリケミカル株式会社製）、アクリフト（商品名：住友化
学株式会社製）等が挙げられる。これらは、１種を単独で用いても２種以上を混合して用
いてもよい。
【００３０】
　また、酸変性ポリオレフィン樹脂（ａ３）は、不飽和カルボン酸成分により酸変性され
たものでもよい。不飽和カルボン酸成分としては、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン
酸、無水マレイン酸、イタコン酸、無水イタコン酸、フマル酸、クロトン酸等のほか、不
飽和ジカルボン酸のハーフエステル、ハーフアミド等が挙げられる。中でもアクリル酸、
メタクリル酸、マレイン酸、無水マレイン酸が好ましく、特にアクリル酸、無水マレイン
酸が好ましい。また、不飽和カルボン酸成分は、前記オレフィン成分と共重合されていれ
ばよく、その形態は限定されず、共重合の状態としては、例えば、ランダム共重合、ブロ
ック共重合、グラフト共重合（グラフト変性）などが挙げられる。具体的には例えば、エ
チレン－アクリル酸共重合体としては、ニュクレル（商品名：三井・デュポンポリケミカ
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ル株式会社製）等が挙げられる。エチレン－（メタ）アクリル酸エステル－無水マレイン
酸共重合体としては、ボンダイン（商品名：東京材料株式会社製）等が挙げられる。これ
らは、１種を単独で用いても２種以上を混合して用いてもよい。
【００３１】
　前記酸変性オレフィン系樹脂（ａ３）の酸変性率としては、インクジェットインクとの
密着性と、フィルム（Ｉ）を巻き取って保管する場合のブロッキングの抑制、印刷後のシ
ワ等の外観不良の抑制等のバランスに優れる点から０．５～４０％のものを用いることが
好ましく、０．５～３５％であることが更に好ましく、０．５～３０％であることが特に
好ましい。
【００３２】
　又、前述のように、本発明の印刷物を包装材として使用する際、ヒートシール性の向上
や、更には易開封性を付与させる等のために、環状ポリオレフィン系樹脂（ａ１）を主成
分とする樹脂層（Ａ）に、更にポリオレフィン系樹脂（ｂ）を主成分とする樹脂層（Ｂ）
を積層させてなる多層のフィルム（Ｉ）とすることもできる。
【００３３】
　多層構成のフィルム（Ｉ）にインクジェット印刷した後、これを蓋材等として使用する
場合、容器の最外層と密着させ、所望の部位に温度をかけることによって、接着させるこ
とは一つの目的であるが、更に引剥がした際に凝集破壊又は界面剥離されることによる易
開封性を容易に発現させることができる点などの観点により、前記ポリオレフィン系樹脂
（ｂ）がポリエチレン系樹脂（ｂ１）とポリプロピレン系樹脂（ｂ２）との混合物である
ことが好ましい。
【００３４】
　前記ポリエチレン系樹脂（ｂ１）としては、例えば、超低密度ポリエチレン（ＶＬＤＰ
Ｅ）、線状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）等のポ
リエチレン樹脂や、エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）、エチレン－メチルメタア
クリレート共重合体（ＥＭＭＡ）、エチレン－エチルアクリレート共重合体（ＥＥＡ）、
エチレン－メチルアクリレート（ＥＭＡ）共重合体、エチレン－エチルアクリレート－無
水マレイン酸共重合体（Ｅ－ＥＡ－ＭＡＨ）、エチレン－アクリル酸共重合体（ＥＡＡ）
、エチレン－メタクリル酸共重合体（ＥＭＡＡ）等のエチレン系共重合体；更にはエチレ
ン－アクリル酸共重合体のアイオノマー、エチレン－メタクリル酸共重合体のアイオノマ
ー等が挙げられる。これらの中でも、後述するポリプロピレン系樹脂（ｂ２）と併用した
際の相溶性の観点と、容易に凝集破壊可能であること、並びに剥がれた後の表面外観性等
の観点から、密度が０．９１～０．９３ｇ／ｃｍ３の低密度ポリエチレン、又は密度が０
．９４～０．９６ｇ／ｃｍ３の高密度ポリエチレンを用いることが好ましい。更に、メル
トフローレート（１９０℃、２１．１８Ｎ）が１ｇ／１０分以上であることが成膜性の観
点からは好ましいものである。
【００３５】
　前記ポリプロピレン系樹脂（ｂ２）としては、例えば、プロピレン単独重合体、プロピ
レン－α－オレフィン共重合体、たとえばプロピレン－エチレン共重合体、プロピレン－
ブテン－１共重合体、プロピレン－エチレン－ブテン－１共重合体、メタロセン触媒系ポ
リプロピレンなどが挙げられる。これらはそれぞれ単独で使用してもよいし、併用しても
よい。得られる多層フィルム（Ｉ）に印刷した後、これを包装材とした際の易開封性が良
好である点、シール強度の調整が容易である点等の観点から、エチレン－プロピレンラン
ダム共重合体、エチレン－プロピレン－ブテン－１三元共重合体又はシングルサイト触媒
を用いて重合されたエチレン－プロピレン共重合体を用いることが好ましい。
【００３６】
　また、これらのポリプロピレン系樹脂（ｂ２）は、ＭＦＲ（２３０℃）が０．５～３０
．０ｇ／１０分で、融点が１２０～１６５℃であるものが好ましく、より好ましくは、Ｍ
ＦＲ（２３０℃）が２．０～１５．０ｇ／１０分で、融点が１２５～１６２℃のものであ
る。ＭＦＲ及び融点がこの範囲であれば、シール時のフィルムの収縮が少なく、更にフィ
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ルムの成膜性も向上する。
【００３７】
　更に、前記ポリエチレン系樹脂（ｂ１）と前記ポリプロピレン系樹脂（ｂ２）との使用
割合としては、（ｂ１）／（ｂ２）で表される質量比として１０～４０／６０～９０の範
囲であることが容易に易開封性を発現できる点から好ましく、特に１５～３０／７０～８
５の範囲であることが好ましい。
【００３８】
　又、樹脂層（Ｂ）には、更に易開封性を容易にしたり、シール強度を調整したりする観
点から、ポリブテン系樹脂等のその他のオレフィン系樹脂や、前述の環状ポリオレフィン
系樹脂を併用しても良い。このとき、易開封性を損なわない観点から、前記ポリエチレン
系樹脂（ｂ１）と前記ポリプロピレン系樹脂（ｂ２）との合計質量が樹脂層（Ｂ）中の樹
脂成分中に８５質量％以上で含まれていることが好ましい。
【００３９】
　又、多層構成のフィルム（Ｉ）において、樹脂層（Ｂ）は単層であっても、２層以上の
多層であってもよい。特にフィルムの剛性の維持の観点からは、２層以上を積層させるこ
とが好ましく、樹脂層（Ａ）と最外層の間の中間層として、特にメタロセン触媒を用いて
合成されたポリプロピレン系樹脂や直鎖状低密度ポリエチレンを用いることがフィルムの
機械的強度を維持する観点から好ましいものである。
【００４０】
　また、特に、樹脂層（Ａ）の反対面の最外層にプロピレン－エチレンブロック共重合体
を用いる場合、表面が梨地状に改質され、多層構成のフィルム（Ｉ）をロール状に巻き取
る際のシワの発生を抑制することができ、また、ロール状で保管した際のブロッキングを
軽減できる。ここでプロピレン－エチレンブロック共重合体は、プロピレンとエチレンと
をブロック重合した樹脂であり、例えば、プロピレン単独重合体の存在下で、エチレンの
重合、又はエチレン及びプロピレンの重合を行って得られるプロピレン－エチレンブロッ
ク共重合体等が挙げられる。
【００４１】
　また、樹脂層（Ａ）の反対面の最外層に結晶性プロピレン系樹脂とエチレン・プロピレ
ンゴム（以下、「ＥＰＲ」という。）との混合樹脂を用いると、表面を梨地状に容易に改
質することができる。このとき用いる結晶性プロピレン系樹脂としては、汎用性の高いプ
ロピレン単独重合体が好ましい。一方、このとき用いるＥＰＲとしては、重量平均分子量
が４０万～１００万の範囲であるものがフィルム表面に凹凸を形成させて、表面を梨地状
に改質できる点で好ましく、５０～８０万の範囲であることがより好ましい。また、混合
樹脂中のＥＰＲの含有率は、５～３５質量％の範囲であることがフィルム表面を均質に梨
地状に改質できる点で好ましい。この結晶性プロピレン系重合体とＥＰＲとの混合樹脂の
ＭＦＲ（２３０℃）は、０．５～１５ｇ／１０分の範囲であることが押出加工しやすい点
で好ましい。なお、前記ＥＰＲの重量平均分子量は、該混合樹脂を、オルソジクロルベン
ゼンを溶媒として使用し、４０℃においてクロス分別法によって抽出した成分をＧＰＣ（
ゲルパーミエーションクロマトグラフィー）によって算出して求めたものである。また、
前記混合樹脂中のＥＰＲの含有率は、該混合樹脂を、オルソジクロルベンゼンを溶媒とし
て使用し、４０℃においてクロス分別法によって抽出されたＥＰＲの抽出量より求めたも
のである。
【００４２】
　前記結晶性プロピレン系樹脂とＥＰＲとの混合樹脂の製造方法は、特に制限はなく、具
体例として例えば、プロピレン単独重合体とエチレン・プロピレンゴムとを、それぞれ別
々にチーグラー型触媒を用いて溶液重合法、スラリー重合法、気相重合法等により製造し
た後、両者を混合機にて混合する方法や、２段重合法により、１段目でプロピレン単独重
合体を生成させた後、２段目においてこの重合体の存在下でＥＰＲを生成させる方法等が
挙げられる。
【００４３】
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　前記チーグラー型触媒は、所謂チーグラー・ナッタ触媒であり、チタン含有化合物など
の遷移金属化合物、またはマグネシウム化合物などの担体に遷移金属化合物を担持させる
ことによって、得られる担体担持触媒と有機アルミニウム化合物などの有機金属化合物の
助触媒とを組み合わせたもの等が挙げられる。
【００４４】
　又、例えば、印刷物を包装体として用いる場合には、印刷面の反対の面の最表層を特開
２００６－２１３０６５号公報に記載のような１－ブテンとプロピレンとを必須成分とし
てなる１－ブテン系共重合体およびプロピレンとエチレンとを必須成分としてなる共重合
体を含有してなるヒートシール層とすることで、易開封性の袋とすることができる。又、
同様に蓋材として用いる場合には、特開２００４－７５１８１号公報や特開２００８－８
０５４３号公報に記載のような多層構成とすることによって、易開封性を有するものとす
ることが可能である。更に特開２０１０－２３４６６０号公報に記載のような環状ポリオ
レフィン系樹脂を多層構成の中の中間層としても使用すると、易引き裂き性を有する印刷
物とすることも可能であり、印刷物の用途に応じて種々の多層構成を採用することが好ま
しい。
【００４５】
　また、層（Ａ）の処理層と反対面、または多層構成のフィルムの場合の樹脂層（Ａ）の
反対面にある樹脂層（Ｂ）上に粘着剤層を設けることにより看板、車両等に貼り付け可能
なインクジェット印刷物（ラベル）とすることもできる。粘着剤の種類は特に限定される
ものではなく、例えば、天然ゴム系、合成ゴム系、アクリル系、ウレタン系、ビニルエー
テル系、シリコーン系、アミド系及びスチレン系粘着剤、スチレン系エラストマー、オレ
フィン系エラストマー等が挙げられる。前記粘着剤層には、粘着特性の制御等を目的とし
て必要に応じて、例えばα－ピネンやβ－ピネン重合体、ジテルペン重合体、α－ピネン
・フェノール共重合体等のテルペン系樹脂、脂肪族系や芳香族系、脂肪族・芳香族共重合
体系等の炭化水素系樹脂、その他ロジン系樹脂やクマロンインデン系樹脂、（アルキル）
フェノール系樹脂やキシレン系樹脂など適当な粘着付与剤を配合できる。粘着剤層の形成
は、樹脂層（Ａ）の押出し成形時、あるいは必要に応じて積層される樹脂層（Ｂ）とを共
押出法で積層する際に、同時に粘着層を共押出で積層させる方法が製造サイクル上好まし
い。
【００４６】
　前記の各層（Ａ）、（Ｂ）には、必要に応じて、防曇剤、帯電防止剤、熱安定剤、造核
剤、酸化防止剤、滑剤、アンチブロッキング剤、離型剤、紫外線吸収剤、着色剤等の成分
を本発明の目的を損なわない範囲で添加することができる。特に、フィルム成形時の加工
適性や印刷物を包装材とする場合の包装適性を付与するため、表面の摩擦係数は１．５以
下、中でも１．０以下であることが好ましいので、多層フィルムの表面層に相当する樹脂
層には、滑剤やアンチブロッキング剤や帯電防止剤を適宜添加することが好ましい。
【００４７】
　前記の各層（Ａ）、（Ｂ）の合計厚さとしては、印刷物の用途に応じて適宜設定できる
ものであるが、例えば、包装材（袋や蓋材）とする場合には、２０～５０μｍであり、ラ
ベルやポスターとする場合には７０～１０００μｍの範囲であることが好ましい。又、層
（Ａ）、（Ｂ）の合計厚さに対する層（Ｂ）の厚みの割合としては、後述するインクとの
密着性を確保できる観点から５～７０％の範囲であることが好ましく、層（Ａ）の厚みと
しては、２～３０μｍの範囲であることが好ましい。
【００４８】
　前述の層（Ａ）と層（Ｂ）とを積層する方法としては、層（Ａ）と層（Ｂ）とが隣接し
て積層される共押出積層成形法であることが好ましく、例えば、２台以上の押出機を用い
て溶融押出する、共押出多層ダイス法、フィードブロック法等の種々の共押出法により溶
融状態で層（Ａ）と層（Ｂ）を積層した後、インフレーション、Ｔダイ・チルロール法等
の方法で長尺巻フィルムに加工する方法が好ましく、Ｔダイを用いた共押出法がより好ま
しい。
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【００４９】
　本発明においては、単層または多層のフィルム（Ｉ）の樹脂層（Ａ）表面を４０ｄｙｎ
ｅ／ｃｍ以上に処理することが必須である。処理方法としては、特に限定されないが、層
（Ａ）表面を、加熱下または不活性ガスの雰囲気下でコロナ放電もしくはプラズマ放電等
を用いて連続的に表面処理を施すことが望ましい。
【００５０】
　コロナ処理の方法としては、特に限定されるものではなく、例えば、特公昭３９－１２
８３８号、特開昭４７－１９８２４号、特開昭４８－２８０６７号、特開昭５２－４２１
１４号の各公報に記載等の処理方法によって行うことができる。コロナ放電処理装置は、
Ｐｉｌｌａｒ社製ソリッドステートコロナ処理機、ＬＥＰＥＬ型表面処理機、ＶＥＴＡＰ
ＨＯＮ型処理機等を用いることができる。処理は空気中での常圧にて行うことができる。
処理時の放電周波数は、５ｋＶ～４０ｋＶ、より好ましくは１０ｋＶ～３０ｋＶであり、
波形は交流正弦波が好ましい。電極と誘電体ロールのギャップ透明ランスは０．１ｍｍ～
１０ｍｍ、より好ましくは１．０ｍｍ～２．０ｍｍである。放電は、放電帯域に設けられ
た誘電サポートローラーの上方で処理し、処理量は、０．３４ｋＶ・Ａ・分／ｍ２～０．
４ｋＶ・Ａ・分／ｍ２、より好ましくは０．３４４ｋＶ・Ａ・分／ｍ２～０．３８ｋＶ・
Ａ・分／ｍ２である。
【００５１】
　本発明において、フィルム（Ｉ）の樹脂層（Ａ）に環状ポリオレフィン系樹脂（ａ）を
５０質量％以上で含有させたことにより、この様なコロナ処理における処理度が、環状構
造を有さないポリオレフィン系樹脂を処理した場合よりも向上する。処理度については、
例えば濡れ試薬による表面張力の測定によってその高低を判断することが可能であり、フ
ィルム（Ｉ）を用いた場合は、４０ｄｙｎｅ／ｃｍ以上にすることが容易であり、５０ｄ
ｙｎｅ／ｃｍ以上にすることもできる。この様なコロナ処理度が高いことがインクジェッ
トインキとの密着性の発現に寄与すると共に、印刷面のはがれを抑制するものであると推
定される。一方、通常のポリプロピレンフィルムで同様のコロナ処理を行なった場合は、
３８ｄｙｎｅ／ｃｍ程度にしかできず、ポリエステルフィルムでも４５ｄｙｎｅ／ｃｍ程
度であり、さらにその経時劣化が大きく、長期にわたって表面処理度を高く維持すること
が困難である。フィルム（Ｉ）の表面はコロナ処理からの経時劣化が非常に少なく、フィ
ルム（Ｉ）として数ヶ月程度保存してから、インクジェット印刷を施すことも可能である
点も、本発明で用いるフィルム（Ｉ）における特徴である。
【００５２】
　本発明によって得られるインクジェット印刷物は、前記で得られた単層または多層のフ
ィルム（Ｉ）の処理面上にインクジェット印刷したものである。
【００５３】
　（インクジェット記録用インク）
　本発明で使用するインクジェットインクは、特に限定なく種々のものを使用することが
できる。インクジェットインクには、主溶剤として水または水と水溶性有機溶剤の混合溶
媒を用いた水性インク、主溶剤として有機溶剤を用いた非水系（油性）インク、あるいは
、これら溶剤を使用しなＵＶ硬化型インク等が知られているが、本発明で使用するフィル
ムは、プラスチックフィルムへの密着性の良好な油性インク、ＵＶ硬化型インクは勿論、
通常はじき等の問題が生じる水性インクであっても良好な密着性を示すので問題なく使用
することができる。
【００５４】
　（色材）
　これらのインクジェットインクに使用される色材は、通常顔料や染料が使用されるが、
印刷物の耐久性の点から顔料を使用することが好ましい。染料としては、直接染料、酸性
染料、食用染料、塩基性染料、反応性染料、分散染料、建染染料、可溶性建染染料、反応
分散染料、など通常インクジェット記録に使用される各種染料が挙げられる。また、顔料
としては、硫酸バリウム、硫酸鉛、酸化チタン、黄色鉛、ベンガラ、酸化クロム、カーボ
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ンブラック等の無機顔料、アントラキノン系顔料、ペリレン系顔料、ジスアゾ系顔料、フ
タロシアニン系顔料、イソインドリン系顔料、ジオキサジン系顔料、キナクリドン系顔料
、ペリノン系顔料、ベンズイミダゾロン系顔料等が挙げられる。これらを単独または混合
して用いることができる。汎用のカラー印刷においては、黒色顔料、シアン顔料、マゼン
タ顔料、及びイエロー顔料を使用した黒インク、シアンインク、マゼンタインク、及びイ
エローインクが使用される。
【００５５】
　黒色顔料としては、耐光性に優れ、隠蔽力の高いファーネスブラック、ランプブラック
、アセチレンブラック、チャンネルブラックなどのカーボンブラック、チタンブラック等
を使用するのが好ましい。
【００５６】
　さらに、色の三原色である、シアン、マゼンタ、およびイエローの代表的な有機顔料の
中で、本発明において好適に使用できる顔料を以下に例示する。
【００５７】
　シアンの顔料としては、たとえば、Ｃ．Ｉ．ピグメント　ブルー　１、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ント　ブルー　２、Ｃ．Ｉ．ピグメント　ブルー　３、Ｃ．Ｉ．ピグメント　ブルー　１
５、Ｃ．Ｉ．ピグメント　ブルー　１５：１、Ｃ．Ｉ．ピグメント　ブルー　１５：３、
Ｃ．Ｉ．ピグメント　ブルー　１５：４、Ｃ．Ｉ．ピグメント　ブルー　１６、Ｃ．Ｉ．
ピグメント　ブルー　２２、Ｃ．Ｉ．ピグメント　ブルー　６０、などが挙げられる。
【００５８】
　マゼンタの顔料としては、たとえば、Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド　５、Ｃ．Ｉ．ピグ
メント　レッド　７、Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド　１２、Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド
　４８、Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド　４８：１、Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド　５７、
Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド　１１２、Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド　１２２、Ｃ．Ｉ．
ピグメント　レッド　１２３、Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド　１４６、Ｃ．Ｉ．ピグメン
ト　レッド　１６８、Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド　１８４、Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッ
ド　２０２、Ｃ．Ｉ．ピグメント　バイオレッド１９、などが挙げられる。
【００５９】
　イエローの顔料としては、たとえば、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１、Ｃ．Ｉ．ピ
グメント　イエロー　２、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　３、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イ
エロー　１２、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１３、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　
１４、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１６、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１７、Ｃ
．Ｉ．ピグメント　イエロー　７３、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　７４、Ｃ．Ｉ．ピ
グメント　イエロー　７５、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　８３、Ｃ．Ｉ．ピグメント
　イエロー　９３、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　９５、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロ
ー　９７、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　９８、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１０
９、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１１４、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１２８、
Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１２９、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１３８、Ｃ．
Ｉ．ピグメント　イエロー　１５１、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１５４、Ｃ．Ｉ．
ピグメント　イエロー　１５５、などが挙げられる。
【００６０】
　前記顔料の粒子径は、一次粒子径が１～５００ｎｍの範囲にあるのが好ましく、さらに
好ましいのは２０～２００ｎｍの範囲である。また、媒体中に分散した後の顔料の粒子径
は、１０～３００ｎｍの範囲にあるのが好ましく、さらに好ましいのは、５０～１５０ｎ
ｍの範囲である。顔料の一次粒子径の測定は、電子顕微鏡や、ガスまたは溶質による吸着
法、空気流通法、Ｘ線小角散乱法などで行うことができる。分散後の顔料粒子径の測定は
、種々な方式、例えば、遠心沈降方式、レーザー回折方式（光散乱方式）、ＥＳＡ方式、
キャピラリー方式、電子顕微鏡方式などで行うことができる。
【００６１】
　（水性インク）
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　水性インクに使用される水は、イオン交換、蒸留等の精製工程を経た純水または超純水
が望ましい。また水溶性有機溶剤としては、例えば、アセトン、メチルエチルケトン、メ
チルブチルケトン、メチルイソブチルケトン、等のケトン類；メタノール、エタノール、
２－プロパノール、２－メチル－１－プロパノール、１－ブタノール、２－メトキシエタ
ノール、等のアルコール類；テトラヒドロフラン、１，４－ジオキサン、１，２－ジメト
キシエタン、等のエーテル類；ジメチルホルムアミド、Ｎ－メチルピロリドン、等のアミ
ド類が挙げられる。中でも、炭素数が３～６のケトン及び炭素数が１～５のアルコールか
らなる群から選ばれる化合物を用いるのが好ましい。
【００６２】
　水性インクは、前記水または水と水溶性有機溶剤の混合溶媒に、前記顔料等の色材を分
散させて得るが、通常は分散用樹脂を使用して顔料を分散させる。顔料を分散させるため
の攪拌・分散装置としては、たとえば、超音波ホモジナイザー、高圧ホモジナイザー、ペ
イントシェーカー、ボールミル、ビーズミル、ロールミル、サンドミル、サンドグライン
ダー、ダイノーミル、ディスパーマット、ＳＣミル、ナノマイザーなどの各種分散機を使
用することができる。また皮膜形成やフィルムとの接着性を目的としてバインダー樹脂を
使用することもできる。前記分散用樹脂とバインダー樹脂は同じものを使用してもよく数
種類を併用してもよい。一般には、水溶性または水分散性のウレタン樹脂、アクリル樹脂
、ポリエステル樹脂等が使用される。また必要に応じて、乾燥抑止剤、浸透剤、界面活性
剤あるいはその他の添加剤を添加して調製する。予め、高濃度の顔料分散液（ミルベース
）を作製後、適宜希釈、添加剤を添加して調製することもできる。
【００６３】
　（油性インク）
　油性インクはヘッドのつまり等を防ぐために高沸点の溶媒をベースとしたものが好まし
く用いられる。非極性な溶剤としては、長鎖脂肪酸エステル、植物油エステル類、高級脂
肪酸、植物油、炭化水素類、高級アルコール類などが挙げられる。極性の高い溶剤として
、低級アルコール、グリコール類、グリコールエーテル類、グリコールエステル類、低級
アルコールエステル、ピロリドン類などが挙げられる。
【００６４】
　非極性な溶剤としては、例えば、オレイン酸メチル、オレイン酸エチル、オレイン酸イ
ソプロピル、オレイン酸イソブチル、リノール酸メチル、リノール酸イソブチル、リノー
ル酸エチル、大豆油メチル、大豆油イソブチル、アマニ油ブチル、大豆油、アマニ油、ひ
まし油、新日本石油社製「日石ナフテゾールＨ、０号ソルベントＨ、アイソゾール３００
、アイソゾール４００、ＡＦ－５、ＡＦ－６、ＡＦ－７」、エクソンモービル社製「Ｅｘ
ｘｏｌ　Ｄ８０、Ｅｘｘｏｌ　Ｄ１１０、Ｅｘｘｏｌ　Ｄ１３０、Ｅｘｘｏｌ　Ｄ１４０
」（いずれも商品名）、イソミリスチルアルコール、イソパルミチルアルコール、イソス
テアリルアルコール、オレイルアルコール、イソノナン酸、イソミリスチン酸、ヘキサデ
カン酸、イソパルミチン酸、オレイン酸、イソステアリン酸などが挙げられる。
【００６５】
　極性の高い溶剤としては、例えば、エチレングリコール、ジエチレングリコール、グリ
セリン、キシリトール、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、トリプロピレング
リコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテル、ジエチレングリ
コールモノブチルエーテル、ジエチレングリコールジエチルエーテル、トリエチレングリ
コールモノブチルエーテル、テトラエチレングリコールジメチルエーテル、プロピレング
リコールモノメチルエーテルモノアセテート、ジプロピレングリコールモノメチルエーテ
ル、イソプロピルアセテート、ピロリドン、Ｎ－メチルピロリドンなどが挙げられる。
【００６６】
　また、速乾性を重視する場合にはより揮発性の高い溶剤、例えば、エタノール、２－プ
ロパノールとなどのアルキルアルコール類；アセトン、メチルエチルケトンなどのケトン
類；トルエン、キシレンなどの芳香族炭化水素類；酢酸エチルなどのエステル類；ジメチ
ルホルムアミド、ジメチルアセトアミドなどのアミド類；ジオキサン、テトラヒドロフラ
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ンなどのエ一テル類などを上記の溶媒と混合して、或いは単独で用いることができる。
【００６７】
　また、近年の安全性を配慮した、シクロヘキサノンを含まないいわゆるエコソルベント
インキに適した溶剤としては、例えば、γ－ブチロラクトン等の環状エステル、ジオキサ
ン、トリオキサン、フラン、テトラヒドロフラン、メチルテトラヒドロフラン、メチルフ
ラン、テトラヒドロピラン、フルフラート等の環状エーテル、蟻酸ブチル、蟻酸イソアミ
ル、蟻酸イソブチル、蟻酸ヘキシル、酢酸ブチル、酢酸プロピル、酢酸イソプロピル、酢
酸イソブチル、酢酸イソアミル、酢酸ペンチル、プロピオン酸エチル、プロピオン酸プロ
ピル、プロピオン酸イソプロピル、プロピオン酸ブチル、酪酸メチル、酪酸エチル、酪酸
プロピル、酪酸イソプロピル、イソ酪酸メチル、マロン酸ジエチル、シュウ酸ジエチル、
乳酸エチル、乳酸ブチル、マロン酸ジメチル等が炭素数５～７の鎖状エステル、ジエチル
ケトン、メチルイソアミルケトン、メチルイソブチルケトン、メチルプロピルケトン、メ
チルブチルケトン、メチルペンチルケトン、エチルプロピルケトン、エチルブチルケトン
、ジプロピルケトン、ジイソプロピルケトン、ｔ－ブチルメチルケトン、メチルイソプロ
ピルケトン、アセチルケトン、アセトニトリルアセトン等の鎖状ケトン等があげられる。
これらの溶剤は前記溶剤を混合して、あるいは単独で使用することができる。
【００６８】
　油性インクも水性インクと同様に、有機溶媒に、前記顔料等の色材を分散させて得る。
油性インクの場合であっても、通常分散用樹脂を使用して顔料を分散させる。顔料を分散
させるための攪拌・分散装置は、前記水性インクと同様の装置を使用することができる。
また皮膜形成やフィルムとの接着性を目的としてバインダー樹脂を使用することもできる
。前記分散用樹脂とバインダー樹脂は同じものを使用してもよく数種類を併用してもよい
。一般には、油溶性のウレタン樹脂、アクリル樹脂、ポリエステル樹脂、塩化ビニル樹脂
、酢酸ビニル樹脂等が使用される。
【００６９】
　また必要に応じて、酸化防止剤・紫外線吸収剤などの安定剤、界面活性剤、バインダー
レジン等を加えることができる。そのような酸化防止剤として例えばＢＨＡ（２，３－ブ
チル－４－オキシアニソール）、ＢＩＴ（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－Ｐ－クレゾー
ル）等；紫外線吸収剤としてベンゾフェノン系、ベンゾトリアゾール系等の化合物が挙げ
られ、界面活性剤としてアニオン系、カチオン系両性、非イオン系のいずれも使用できる
。
【００７０】
　バインダーレジンとして使用し得る樹脂には、具体的には、アクリル樹脂、スチレンア
クリル樹脂、ロジン変性樹脂、フェノール樹脂、テルペン系樹脂、ポリエステル樹脂、ポ
リアミド樹脂、エポキシ樹脂等が挙げられる。
【００７１】
　（ＵＶ硬化型インク）
　ＵＶ硬化型インクは、紫外線等で印刷被膜を硬化させることから、紫外線硬化性化合物
や光重合開始剤等を使用する。これらはいずれも種々のものを使用することができるが、
あまり高粘度では吐出性に支障がでるおそれがあることから、低粘度の紫外線硬化性化合
物を適宜選択することが好ましい。また、その反応機構によりラジカル重合型とカチオン
重合型がある。硬化乾燥速度の速いインクを得るためには、紫外線硬化性化合物として（
メタ）アクリレート等のエチレン性二重結合を有する化合物を使用することが好ましい。
【００７２】
　前記エチレン性二重結合を有する化合物としては、具体的には、エチレン性二重結合を
１個有する１官能モノマー、エチレン性二重結合を２個以上有する多官能モノマーが挙げ
られ、２種類以上併用して用いる事ができる。さらに（メタ）アクリレートオリゴマーや
三官能以上の多官能アクリレートを含有させることが好ましいが、これらは粘度が高く、
特に（メタ）アクリレートオリゴマーはモノマーに比較して高粘度であるため、エチレン
性二重結合を有する化合物の総量に対して、２～２０質量％の範囲で用いることが好まし
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い。
【００７３】
　前記１官能モノマーとしては、例えば、メチル、エチル、プロピル、ブチル、アミル、
２－エチルヘキシル、イソオクチル、ノニル、ドデシル、ヘキサデシル、オクタデシル、
シクロヘキシル、ベンジル、メトキシエチル、ブトキシエチル、フェノキシエチル、ノニ
ルフェノキシエチル、グリシジル、ジメチルアミノエチル、ジエチルアミノエチル、イソ
ボルニル、ジシクロペンタニル、ジシクロペンテニル、ジシクロペンテニロキシエチル等
の置換基を有する（メタ）アクリレート、ビニルカプロラクタム、ビニルピロリドン、Ｎ
－ビニルホルムアミド等が挙げられる。これらは２種類以上併用して用いることができる
。
【００７４】
　また、多官能モノマーとしては、例えば、１，３－ブチレングリコール、１，４－ブタ
ンジオール、１，５－ペンタンジオール、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、１，
６－ヘキサンジオール、ネオペンチルグリコール、１，８－オクタンジオール、１，９－
ノナンジオール、トリシクロデカンジメタノール、エチレングリコール、ポリエチレング
リコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、トリプロピレングリコール
、ポリプロピレングリコール等のジ（メタ）アクリレート、トリス（２－ヒドロキシエチ
ル）イソシアヌレートのジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコール１モルに４モ
ル以上のエチレンオキサイドもしくはプロピレンオキサイドを付加して得たジオールのジ
（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡ１モルに２モルのエチレンオキサイドもしくは
プロピレンオキサイドを付加して得たジオールのジ（メタ）アクリレート、トリメチロー
ルプロパン１モルに３モル以上のエチレンオキサイドもしくはプロピレンオキサイドを付
加して得たトリオールのジまたはトリ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡ１モルに
４モル以上のエチレンオキサイドもしくはプロピレンオキサイドを付加して得たジオール
のジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート，ペンタ
エリスリトールトリ（メタ）アクリレート，ジペンタエリスリトールのポリ（メタ）アク
リレート、エチレンオキサイド変性リン酸（メタ）アクリレート、エチレンオキサイド変
性アルキルリン酸（メタ）アクリレート等が挙げられる。これらは２種類以上併用して用
いることができる。
【００７５】
　また、（メタ）アクリレートオリゴマーとしては、ウレタン（メタ）アクリレートオリ
ゴマー、エポキシ（メタ）アクリレートオリゴマー、ポリエステル（メタ）アクリレート
オリゴマー等が挙げられ、２種類以上併用して用いることができる。
【００７６】
　光重合開始剤としては、ベンゾインイソブチルエーテル、２，４－ジエチルチオキサン
トン、２－イソプロピルチオキサントン、ベンジル２，４，６－トリメチルベンゾイルジ
フェニルフォスフィンオキシド６－トリメチルベンゾイルジフェニルフォスフィンオキシ
ド、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－ブタン－
１－オン、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチルフ
ォスフィンオキシド等が好適に用いられ、さらにこれら以外の分子開裂型のものとして、
１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、ベンゾインエチルエーテル、ベンジルジ
メチルケタール、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、１－
（４－イソプロピルフェニル）－２－ヒドロキシ－２－メチルプロパン－１－オンおよび
２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モルフォリノプロパン－１－オン等
を併用しても良いし、さらに水素引き抜き型光重合開始剤である、ベンゾフェノン、４－
フェニルベンゾフェノン、イソフタルフェノン、４－ベンゾイル－４’－メチル－ジフェ
ニルスルフィド等も併用できる。
【００７７】
　また上記光重合開始剤に対し、増感剤として例えば、トリメチルアミン、メチルジメタ
ノールアミン、トリエタノールアミン、ｐ－ジエチルアミノアセトフェノン、ｐ－ジメチ
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ルアミノ安息香酸エチル、ｐ－ジメチルアミノ安息香酸イソアミル、Ｎ，Ｎ－ジメチルベ
ンジルアミンおよび４，４’－ビス（ジエチルアミノ）ベンゾフェノン等の、前述重合性
成分と付加反応を起こさないアミン類を併用することもできる。もちろん、上記光重合開
始剤や増感剤は、紫外線硬化性化合物への溶解性に優れ、紫外線透過性を阻害しないもの
を選択して用いることが好ましい。
【００７８】
　インクジェットインクには、インクの保存安定性を高めるため、ハイドロキノン、メト
キノン、ジ－ｔ－ブチルハイドロキノン、ｐ－メトキシフェノール、ブチルヒドロキシト
ルエン、ニトロソアミン塩等の重合禁止剤をインク中に０．０１～２質量％の範囲で添加
しても良い。
【００７９】
　また、顔料の分散安定性を高める目的で分散剤を使用してもよい。分散剤としては、味
の素ファインテクノ社製のアジスパーＰＢ８２１、ＰＢ８２２、ＰＢ８１７、アビシア社
製のソルスパーズ２４０００ＧＲ、３２０００、３３０００、３９０００、楠本化成社製
のディスパロンＤＡ－７０３－５０、ＤＡ－７０５、ＤＡ－７２５等が挙げられるが、こ
れらに限定されるものではない。また分散剤の使用量は、顔料に対して１０～８０質量％
の範囲が好ましく、特に２０～６０質量％の範囲が好ましい。使用量が１０質量％未満の
場合には分散安定性が不十分となる傾向にあり、８０質量％を超える場合にはインクの粘
度が高くなる傾向にあり、吐出安定性が低下しやすい。
【００８０】
　その他、記録媒体であるフィルム（Ｉ）に対する接着性の向上等を目的に、アクリル樹
脂、エポキシ樹脂、テルペンフェノール樹脂、ロジンエステル等の非反応性樹脂等を配合
することができる。
【００８１】
　ＵＶ硬化型インクは、例えば、顔料、紫外線硬化性化合物を含有し、必要に応じ高分子
分散剤、樹脂を加えた混合物をビーズミル等のシェアのかかりにくい攪拌・分散装置を用
いて顔料を分散した後、光重合開始剤を加え、さらに必要に応じ表面張力調整剤等の添加
剤を加えて攪拌、溶解することで調製できる。予め、高濃度の顔料分散液（ミルベース）
を作製後、適宜希釈、添加剤を添加して調製することもできる。
【００８２】
　印刷方法についてはインクジェット印刷であることが好ましいが、オフセット印刷、活
版印刷、グラビア印刷、シルクスクリーン印刷等他の印刷方法によって印刷しても、また
これらの２種以上の印刷方法を組み合わせて印刷しても構わない。
【実施例】
【００８３】
　以下に実施例と比較例を挙げて、本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定
されるものではない。尚、例中の部及び％は特に断りの無い限り質量基準である。
【００８４】
　〔インクの塗工適性評価〕
　バーコーターでＡ４サイズのフィルムに溶剤型インク及びＵＶ硬化型インクを塗工し、
目視にてはじきの数を計測した。
　○：はじきが無い。
　×：はじきが一箇所以上ある。
【００８５】
　〔フィルムの耐熱性評価〕
　印刷後、９０℃で１分間乾燥させた時のフィルムの外観について目視にて評価した。
　○：よれ、皺、フィルムの変形等の外観不良がほとんど無い。
　△：若干のよれ、皺、フィルムの変形等の外観不良が見られる。
　×：著しいよれ、皺、フィルムの変形等の外観不良が見られる。
【００８６】
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　〔被印刷適性評価〕
　フィルム（Ｉ）の処理後の樹脂層（Ａ）面に対して安定したインク転移（印刷）が行わ
れたか否かを目視にて評価した。
　○：印刷がかすれたり、印字できない部分等が無く、良好に印刷された。
　×：印刷がかすれたり、印字できない部分等が有り、印刷不良がある。
【００８７】
　〔印刷後の印刷面密着性評価〕
　セロハンテープ（ニチバン製）剥離試験を行い、目視にて評価した。
　○：剥離無し。
　×：剥離有り。
【００８８】
　〔溶剤型インク１の調製例〕
　シアン顔料Ｆａｓｔｏｇｅｎ　Ｂｌｕｅ　ＴＧＲ（Ｃ．Ｉ．ピグメント　ブルー１５：
３、ＤＩＣ株式会社製）２０部、分散剤アジスパーＰＢ８２１（味の素ファインテクノ株
式会社製）６部、ジエチレングリコールジエチルエーテル７４部を、ジルコニアビーズと
ともにポリエチレン容器に入れ、ペイントコンディショナーで２時間震盪し、顔料濃度２
０％のシアン顔料分散液Ａを得た。この分散液Ａを１２．５部、樹脂ＶＲＯＨ（ダウ・ケ
ミカル日本株式会社製）６．５部、エポサイザーＷ１００ＥＬ（ＤＩＣ株式会社製）０．
５部、ＫＦ５４（信越シリコーン株式会社製）０．５部、溶剤としてジエチレングリコー
ルジエチルエーテル４６部、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル１５部、γ－ブ
チルラクトン２０部を撹拌しながら、６０℃に加熱した。均一に溶解・混合後、室温まで
冷却し、１．２μｍのメンブレンフィルターでろ過し溶剤型インク１を作製した。このイ
ンクを用い、インクの塗工適性評価を行った。
【００８９】
　〔溶剤型インク２の調製例〕
　溶剤型インク１の調整例　において、溶剤をエチレングリコールモノブチルエーテルア
セテート４１部、シクロヘキサン４０部とする以外はインク１の調整例と同様にして、溶
剤型インク２を作製した。このインクを用い、インクの塗工適性評価を行った。
【００９０】
　〔ＵＶ硬化型インクの調製例〕
　ＵＶ硬化型インクは、市販シアン色インク（ミマキエンジニアリング株式会社製、ＵＦ
Ｊ－６０５Ｃ）を用い、インクの塗工適性評価を行った。
【００９１】
　溶剤型インクを用いた印刷物の調製に関しては記録媒体の（Ａ）面に対して、インクジ
ェット印刷機「ＶＪ－１６０８ＨＳＪ」（武藤工業株式会社製）と「ラミレスＩＩＩ：Ｐ
Ｊ－１６３４ＮＸ」（武藤工業株式会社製）を用い、インクジェット印刷を行った。ＵＶ
硬化型インクを用いた印刷物の調製に関しては記録媒体の（Ａ）面に対して、インクジェ
ット印刷機「ＵＦＪ－６０５Ｃ」（ミマキエンジニアリング株式会社製）を用い、インク
ジェット印刷を行った。
【００９２】
　実施例１
　（Ａ）層用樹脂として、ノルボルネン系モノマーの開環重合体〔三井化学株式会社製「
アペル　ＡＰＬ６０１５Ｔ」、ＭＦＲ：１０ｇ／１０分（２６０℃、２１．１８Ｎ）、ガ
ラス転移点：１４５℃；以下、「ＣＯＣ（１）」という。〕２０部及びノルボルネン系モ
ノマーの開環重合体〔三井化学株式会社製「アペル　ＡＰＬ８００８Ｔ」、ＭＦＲ：１５
ｇ／１０分（２６０℃、２１．１８Ｎ）、ガラス転移点：７０℃；以下、「ＣＯＣ（３）
」という。〕８０部との樹脂混合物を用いた。この樹脂を、（Ａ）層用押出機（口径５０
ｍｍ）に供給して２００～２３０℃で溶融し、その溶融した樹脂をフィードブロックを有
するＴダイ・チルロール法の共押出多層フィルム製造装置（フィードブロック及びＴダイ
温度：２５０℃）に供給して溶融押出を行って、フィルムの層構成が（Ａ）の単層構成で
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、全層の厚さが７０μｍであるフィルムを得た後、（Ａ）層表面にコロナ処理を施した。
濡れ試薬（和光純薬工業株式会社製、ぬれ張力試験用混合液）による表面張力は４５ｄｙ
ｎｅ／ｃｍであった。
【００９３】
　実施例２
　（Ａ）層用樹脂として、ＣＯＣ（１）５０部及びＣＯＣ（３）５０部の樹脂混合物を用
いた。実施例１と同様にして、フィルムの層構成が（Ａ）の単層構成で、全層の厚さが３
０μｍであるフィルムを得た後、（Ａ）層表面にコロナ処理を施した。濡れ試薬による表
面張力は４５ｄｙｎｅ／ｃｍであった。
【００９４】
　実施例３
　（Ａ）層用樹脂として、ＣＯＣ（１）６０部及びＣＯＣ（３）３０部及び直鎖状中密度
ポリエチレン〔密度：０．９３０ｇ／ｃｍ３、融点１２５℃、ＭＦＲ：５ｇ／１０分（１
９０℃、２１．１８Ｎ）；以下、「ＬＭＤＰＥ」という。〕１０部との樹脂混合物を用い
た。実施例１と同様に溶融押出を行って、フィルムの層構成が（Ａ）の単層構成で、全層
の厚さが３０μｍであるフィルムを得た後、（Ａ）層表面にコロナ処理を施した。濡れ試
薬による表面張力は４５ｄｙｎｅ／ｃｍであった。
【００９５】
　実施例４
　（Ａ）層用樹脂として、ＣＯＣ（１）６０部及びＣＯＣ（３）３０部及びメタロセン触
媒を用いて重合されたプロピレン－α－オレフィンランダム共重合体〔密度：０．９００
ｇ／ｃｍ３、融点１３５℃、ＭＦＲ：４ｇ／１０分（２３０℃、２１．１８Ｎ）、；以下
、「ＭＲＣＰ」という。）１０部との樹脂混合物を用いた。実施例１と同様に溶融押出を
行って、フィルムの層構成が（Ａ）の単層構成で、全層の厚さが２０μｍであるフィルム
を得た後、（Ａ）層表面にコロナ処理を施した。濡れ試薬による表面張力は４５ｄｙｎｅ
／ｃｍであった。
【００９６】
　実施例５
　（Ａ）層用樹脂として、ＣＯＣ（１）４０部及びＣＯＣ（３）４０部及びＬMＤＰＥ２
０部との樹脂混合物を用いた。実施例１と同様に溶融押出を行って、フィルムの層構成が
（Ａ）の単層構成で、全層の厚さが５０μｍであるフィルムを得た後、（Ａ）層表面にコ
ロナ処理を施した。濡れ試薬による表面張力は４５ｄｙｎｅ／ｃｍであった。
【００９７】
　実施例６
　（Ａ）層用樹脂として、ノルボルネン系モノマーの開環重合体〔三井化学株式会社製「
アペル　ＡＰ６０１３Ｔ」、ＭＦＲ：１５ｇ／１０分（２６０℃、２１．１８Ｎ）、ガラ
ス転移温度：１２５℃；以下、「ＣＯＣ（２）」という。〕６０部及び高密度ポリエチレ
ン〔密度：０．９６０ｇ／ｃｍ３、融点１２８℃、ＭＦＲ：１０ｇ／１０分（１９０℃、
２１．１８Ｎ）；以下、「ＨＤＰＥ」という。〕を４０部の樹脂混合物を用いた。実施例
１と同様に溶融押出を行って、フィルムの層構成が（Ａ）の単層構成で、全層の厚さが４
０μｍであるフィルムを得た後、（Ａ）層表面にコロナ処理を施した。濡れ試薬による表
面張力は４３ｄｙｎｅ／ｃｍであった。
【００９８】
　実施例７
　（Ａ）層用樹脂として、ＣＯＣ（１）７０部及びＣＯＣ（３）１０部、ＬＭＤＰＥ１０
部及びＭＲＣＰ１０部の樹脂混合物を用いた。また、樹脂層（Ｂ）用樹脂として、ＭＲＣ
Ｐを用いた。これらの樹脂を、（Ａ）層用押出機（口径５０ｍｍ）、（Ｂ）層用押出機（
口径５０ｍｍ）に供給して２００～２３０℃で溶融し、その溶融した樹脂をフィードブロ
ックを有するＴダイ・チルロール法の共押出多層フィルム製造装置（フィードブロック及
びＴダイ温度：２５０℃）にそれぞれ供給して共溶融押出を行って、フィルムの層構成が
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（Ａ）／（Ｂ）＝２０μｍ／２０μｍの多層構成で、全層の厚さが４０μｍである共押出
多層フィルムを得た。層（Ａ）表面にコロナ処理を施した。濡れ試薬による表面張力は４
０ｄｙｎｅ／ｃｍであった。
【００９９】
　実施例８
　（Ａ）層用樹脂として、ＣＯＣ（１）５０部及びＣＯＣ（３）５０部の樹脂混合物を用
いた。中間層（Ｂ）用樹脂としてＭＲＣＰを用い、更に、最外層用樹脂として、ＣＯＣ（
１）５０部及びＣＯＣ（３）５０部の樹脂混合物を用いた。これらの樹脂を、（Ａ）層用
押出機（口径５０ｍｍ）、（Ｂ）層用押出機（口径５０ｍｍ）、最外層用押出機（口径５
０ｍｍ）に供給して２３０～２５０℃で溶融し、その溶融した樹脂をフィードブロックを
有するＴダイ・チルロール法の共押出多層フィルム製造装置（フィードブロック及びＴダ
イ温度：２５０℃）にそれぞれ供給して共溶融押出を行って、フィルムの層構成が（Ａ）
／（Ｂ）／最外層＝１０μｍ／３０μｍ／１０μｍの多層構成で、全層の厚さが５０μｍ
である共押出多層フィルムを得た。実施例１と同様にして、片方の表面にコロナ処理を施
した。濡れ試薬による表面張力は４２ｄｙｎｅ／ｃｍであった。
【０１００】
　実施例９
　（Ａ）層用樹脂として、ＣＯＣ（１）４０部及びＣＯＣ（３）６０部の樹脂混合物を用
いた。層（Ｂ）用樹脂としてＬＭＤＰＥを用い、更に、最外層用樹脂として、ＣＯＣ（１
）４０部及びＣＯＣ（３）６０部の樹脂混合物を用いて、フィルムの層の厚さが１０μｍ
／３０μm／１０μｍ（合計５０μｍ）となるように実施例８と同様にして、共押出多層
フィルムを得た後、片方の表面にコロナ処理を施した。濡れ試薬による表面張力は４３ｄ
ｙｎｅ／ｃｍであった。
【０１０１】
　実施例１０
　（Ａ）層用樹脂として、ＣＯＣ（１）７０部及び酸変性オレフィン系樹脂脂として、エ
チレン－（メタ）アクリル酸メチル共重合体〔密度：０．９４０ｇ／ｃｍ３、ＭＡ含有量
１８％；以下、「ＭＡ１」と記載〕３０部の樹脂混合物を用いた。層（Ｂ）用樹脂として
ＬＭＤＰＥ８０部及びＣＯＣ（３）２０部の樹脂混合物を用いた。更に、最外層用樹脂と
して、ＣＯＣ（１）７０部及びＬＭＤＰＥ２０部及びＨＤＰＥ１０部の樹脂混合物を用い
て、フィルムの層の厚さが２０μｍ／３０μm／２０μｍ（合計７０μｍ）となるように
実施例８と同様にして、共押出多層フィルムを得た後、層（Ａ）の表面にコロナ処理を施
した。濡れ試薬による表面張力は４３ｄｙｎｅ／ｃｍであった。
【０１０２】
　実施例１１
　（Ａ）層用樹脂として、ＣＯＣ（１）６０部及びＣＯＣ（３）２０部及び酸変性オレフ
ィン系樹脂脂として、エチレン－アクリル酸メチル－無水マレイン酸共重合体〔密度：１
．００ｇ／ｃｍ３、コポリマー含有量１５％；以下、「ＭＡ２」と記載〕２０部の樹脂混
合物を用いた。層（Ｂ）用樹脂としてＭＲＣＰ８０部及びＣＯＣ（３）２０部の樹脂混合
物を用いた。更に、最外層用樹脂として、ＣＯＣ（３）７０部及びＬＭＤＰＥ３０部の樹
脂混合物を用いて、フィルムの層の厚さが２０μｍ／３０μm／２０μｍ（合計７０μｍ
）となるように実施例８と同様にして、共押出多層フィルムを得た後、層（Ａ）の表面に
コロナ処理を施した。濡れ試薬による表面張力は４３ｄｙｎｅ／ｃｍであった。
【０１０３】
　実施例１２
　（Ａ）層用樹脂として、ＣＯＣ（１）５０部及びＣＯＣ（３）５０部の樹脂混合物を用
いた。層（Ｂ）用樹脂としてＬＭＤＰＥ５０部及びＭＲＣＰ５０部の樹脂混合物を用いた
。更に、最外層用樹脂として、ＣＯＣ（１）２０部及びＣＯＣ（２）６０部及びＬＭＤＰ
Ｅ２０部の樹脂混合物を用いて、フィルムの層の厚さが２０μｍ／３０μm／２０μｍ（
合計７０μｍ）となるように実施例８と同様にして、共押出多層フィルムを得た後、層（
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Ａ）の表面にコロナ処理を施した。濡れ試薬による表面張力は４３ｄｙｎｅ／ｃｍであっ
た。
【０１０４】
　比較例１
　（Ａ）層用樹脂として、ホモプロピレン〔密度：０．９００ｇ／ｃｍ３、融点１６０℃
、ＭＦＲ：７ｇ／１０分（２３０℃、２１．１８Ｎ）、；以下、「ＨＯＰＰ」という。）
を用いて、３０μｍの単層フィルムを得た後、片方の表面にコロナ処理を施した。濡れ試
薬による表面張力は４３ｄｙｎｅ／ｃｍであった。
【０１０５】
　比較例２
　（Ａ）層用樹脂として、ＬＭＤＰＥを用いて、３０μｍの単層フィルムを得た後、片方
の表面にコロナ処理を施した。濡れ試薬による表面張力は４０ｄｙｎｅ／ｃｍであった。
【０１０６】
　以上で得られた印刷物に対しての評価結果を表１～２に示す。
【０１０７】
【表１】

【０１０８】
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【表２】

【産業上の利用可能性】
【０１０９】
　本発明のインクジェット印刷物は、例えば、屋外広告（ポスター、のぼり等）、ラベル
、壁紙、包装用フィルム、葉書、OHPシート、インジェット紙、くじ券、帳票等、種々の
目的に用いることができる。



(21) JP 5327561 B2 2013.10.30

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  佐藤　義浩
            埼玉県北足立郡伊奈町大字小室４４７２番地１　ＤＩＣ株式会社　埼玉工場内

    審査官  野田　定文

(56)参考文献  特開２００４－１３４４４０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００１－１９８９９８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－２１９８５１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１０－２２８１９２（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２００７／００７５４７（ＷＯ，Ａ１）　　
              特開平０９－００１９２０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２００４－５３１４１６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－２８３５０５（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｂ４１Ｍ　　　５／００　　－　　５／５２　　
              Ｂ３２Ｂ　　２７／３２　　　　
              Ｂ４１Ｊ　　　２／０１　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	overflow

